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＜労働災害防止～改めて周知を！＞ 

厚生労働省は、今年１月から６月までに労災事故で亡くな

った人が 437 人（前年同期比 71 人増）だったことを発表

しました。同省では、「景気の回復による人手不足で、経

験が足りない労働者が増えたことが影響した」と分析して

います。一方、経験豊富な方の「慣れ」が原因の「作業手

順飛ばし・早合点・確認漏れ・手抜き」等も後を絶ちませ

ん。‘リスクアセスメント’を取り入れる等した注意喚起・

再確認をお願いします。 
 
「労働災害のない職場づくりに向けた緊急対策」を実施 

 http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000053429.html 

編集後記 

「この夏はエルニーニョ現象が発生する可能性があり、東北地方は

梅雨明けしないまま秋になるかも・・・」そんな一文を６月の編集

後記に記載しましたが、見事に大ハズレ、一昔前の東北では考えら

れない連日の猛暑日と突然の豪雨、そして国内では記録的な大雨が

発生しています。被害に遭われた方々には心よりお見舞い申し上げ

ます。さて、この事務所通信の発行日８月１０日ですが、８と１０

は語呂が良いらしく、いくつかの記念日が制定されています。その

中のひとつが「帽子の日」。８と１０で（ハット）なのだそうです。

夏の帽子で思い浮かぶのは麦わら帽子ですね。映画や小説のモチー

フとしてもよく登場します。赤毛のアン、トム・ソーヤ、人間の証

明、ONE PIECE・・麦わらは元気で健康的かつノスタルジックなイ

メージがありますね。素材が麦や藁の為、通気性がよく、帽子の中

にこもる熱を逃がす為、湿度の高い日本の夏には最適とされていま

す。この夏、お気に入りの一つを見つけてはいかがでしょうか。 
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休眠会社の一斉整理が行われます 

全国の法務局で休眠会社の整理が一斉に行われるそうです。

法務省：http://www.moj.go.jp/MINJI/minji06_00082.html 
 
休眠会社・休眠一般法人とは 
１．最後の登記から１２年を経過している株式会社 
 （会社法第 472 条の休眠会社。特例有限会社は含まれません。） 

２．最後の登記から５年を経過している一般社団法人又は 
一般財団法人 

 （一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第 149 条又

は第 203 条の休眠一般社団法人又は休眠一般財団法人 
で、公益社団法人又は公益財団法人を含みます。併せて

「休眠一般法人」といいます。） 
をいいます。  
※１の場合は１２年以内、２の場合は５年以内に登記事項証

明書や代表者の届出印の印鑑証明書の交付を受けていたか

どうかは、関係がありません。 
 
平成２６年１１月１７日（月）の時点で１又は２に該当する

会社等は、平成２７年１月１９日（月）までに「まだ事業を

廃止していない」旨の届出又は登記（役員変更等の登記）の

申請をしない限り、解散したものとみなされ、登記官が職権

で解散の登記をしますので、注意が必要です。  
 
なお，みなし解散の登記後３年以内に限り， 
 (1)  解散したものとみなされた株式会社は，株主総会の 
   特別決議によって，株式会社を継続 
 (2) 解散したものとみなされた一般社団法人又は一般財団

法人は，社員総会の特別決議又は評議員会の特別決議

によって，法人を継続 
することができます。

  
継続をしたときは、 
２週間以内に継続の 
登記の申請をする必 
要があります。 

 
 
 
・・・・・・・・・・・ 

御不明な点は、 
お近くの法務局または 
司法書士まで 
お問い合わせください。 

 
（法務省ＨＰより） 


